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特別な受信機器の出荷台数累計

ワンセグ対応携帯電話の出荷台数

直接受信が可能なエリア

（2003.12月）全世帯の約２５％全世帯の約２５％（200７.３月）６０．４％０．４％

アナログ停波時期の認知度

ワンセグ対応携帯電話の出荷台数
（２０１０.４月）

車載用地上デジタル放送受信機
の出荷台数 （２０１０.５月）

8,190万台

459万台

（200６.12月）全世帯の約８４％全世帯の約８４％

（200８.12月）全世帯の約９６％全世帯の約９６％

（2008.３月）６４．７％％

（2009.３月）８９．６％％

の出荷台数 （２０１０.５月） 459万台
（200９.12月）全世帯の約９８％全世帯の約９８％

（出典）・普及世帯率及びアナログ停波時期の認知度については、総務省“地上デジタルテレビ放送
に関する浸透度調査”（2010年３月）より

・普及台数については、2010年４月末、JEITA、日本ケーブルラボ調べ

（2009.9月）８９．６％％

（２０１０.3月）９１．３％
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地デジ対応受信機の世帯普及率（１０年３月浸透度調査）－都道府県別の状況－地デジ対応受信機の世帯普及率（１０年３月浸透度調査）－都道府県別の状況－
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（注）いずれも統計データであり、ある程度の誤差は想定されるもの。その目安はサンプル数に応じて±３～８%前後。
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辺地共聴施設（自主共聴施設）のデジタル化対応状況辺地共聴施設（自主共聴施設）のデジタル化対応状況

辺地共聴施設のうち 自主共聴施設については支援措置を講じつつ 計画的に

辺地共聴施設（自主）のデジタル化対応状況

辺地共聴施設のうち、自主共聴施設については支援措置を講じつつ、計画的に
改修を実施。ＮＨＫ共聴施設についてはＮＨＫが責任をもって計画的に対応。

3.9%
0.6%

初版
H20.9月末現在

○共聴施設のうち、自主共聴施設（地元視聴者が整備し

た共聴施設）は、全国に約１万２，０００施設

（ 約８０万世帯）

辺地共聴施設（自主）のデジタル化対応状況
（施設数ベース）

時期検討中

未定又は
未把握

13%19% 27%
8% 3%

35%

6% 1%

3.9%
第２版

H21.3月末現在

第３版

（ 約８０万世帯）。

○自主共聴施設の計画的改修に向け、辺地共聴デジタル

化ロードマップ」を作成・公表
13%

25%

19% 27% 35%

52.7%42.8%

全国
１２，０５０施設

(H22.3.31)

第３版
H21.9月末現在（初版：平成２０年９月末、第２版：平成２１年３月末

第３版：平成２１年９月末、第４版：平成２２年３月末）｡

○平成２２年（２０１０年）３月末現在、

約１万２ ０００施設のうち約６ ４００施設

対応済

43%
25%

62%58%

約１万２，０００施設のうち約６，４００施設

（約５３％）のデジタル対応が完了。

○ＮＨＫと地元視聴者で設置・運営するＮＨＫ共聴施設

については 平成２２年（２０１０年）３月末現在

第４版
H22.3月末現在

計画済

については、平成２２年（２０１０年）３月末現在、

約７，８００施設のうち約５，４００施設

（約６９％）のデジタル対応が完了。 ［計画済］
平成23年3月までに、デジタル化改修又はケーブルテレビ編入を予定しているもの

［時期検討中］
デジタル化改修若しくはケーブルテレビ編入を平成23年度に予定又は時期検討中のもの

［未定又は未把握］
改修方法・時期が未定のもの又は施設の状況を把握できていないもの 3



共聴施設デジタル化対応状況（平成２２年３月末）共聴施設デジタル化対応状況（平成２２年３月末）

○ 受信障害対策共聴施設のデジタル化率は 施設数で４７ ８％ 世帯数で約５１％ 「計画あり」を○ 受信障害対策共聴施設のデジタル化率は、施設数で４７．８％、世帯数で約５１％。「計画あり」を
加えると、施設数で６８．５％。

○ 集合住宅共聴施設のデジタル化率は、施設数で７７．３％、世帯数で約８１％。

受信障害対策共聴施設 集合住宅共聴施設
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60.1%

H21.3
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H21.9
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66.4%

38.5%

33.6%

H21.3
（198.4万施設）

H21.9
（211.5万施設）

25.8%

47.8%
(29,992)

22.1%

20.7%
(12,995)

52.1%

31.4%
(19,696)

H21.12
（56,004施設）

H22.3
（62,683施設）

71.3%

77.3%
（165.1万）

28.7%

22.7%
（48.5万）

H21.12
（212.6万施設）

H22.3
（213.6万施設）

対応済率：47.8％（施設数）、約51％（世帯数）
（目標値：22年3月末50％ 23年3月末90％）

対応済率：77.3％（施設数）、約81％（世帯数）
（目標値：22年3月末80% 23年3月末95％）

対応済 計画あり 計画未定又は未確認 対応済 未対応又は未確認

【注】「対応済」とは、以下のいずれかにより地デジ視聴が可能であると見込ま
れる施設

①総合通信局、デジサポ、放送局による現地確認等の情報
②ケ ブルテレビ事業者 不動産関係者等による現地確認等の情報

【注１】「対応済」とは、以下のいずれかにより地デジ対応が終了した施設
①デジタル化改修済（もとよりサイマル放送されている場合を含む）の施設
②施設廃止・個別受信移行について施設管理者より利用者に周知済の施設
③ケ ブルテレビ移行等により廃止済（平成21年４月以降）の施設

（目標値：22年3月末50％、23年3月末90％） （目標値：22年3月末80%、23年3月末95％）

②ケーブルテレビ事業者、不動産関係者等による現地確認等の情報

③ＮＨＫのシミュレーションにより、アナログ放送時の設備で受信可能と想定さ
れる地域の施設

③ケーブルテレビ移行等により廃止済（平成21年４月以降）の施設
【注２】「計画あり」とは、23年7月までに対応を終了する計画のある施設

【注３】施設を廃止する場合には、施設管理者からの周知に応じ、利用者がアン
テナ設置・ケーブルテレビ移行等の個別受信に移行する必要がある。
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受信障害対策共聴施設デジタル化の都道府県別状況（平成２２年３月末）受信障害対策共聴施設デジタル化の都道府県別状況（平成２２年３月末）

○ 関東・東海・近畿では 施設数が多いにもかかわらず対応済率が低いため 特に重点的な対応が必要○ 関東・東海・近畿では、施設数が多いにもかかわらず対応済率が低いため、特に重点的な対応が必要。

受信障害対策共聴施設の都道府県別デジタル化率対応済率
（施設数ベース）

（凡例） 50％…22年3月末目標値

対応済率50％以上
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（施設数ベ ス）
対応済率50％未満

関東、東海、近畿は特に重点的な対応が必要
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【注】 横軸は、各都道府県の施設数を考慮したもの。
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集合住宅共聴施設デジタル化の都道府県別状況（平成２２年３月末）集合住宅共聴施設デジタル化の都道府県別状況（平成２２年３月末）

○ ＵＨＦアンテナの設置されていない集合住宅が多数存在する南関東では 特に重点的な対応が必要。

対応済率

○ ＵＨＦアンテナの設置されていない集合住宅が多数存在する南関東では、特に重点的な対応が必要。

集合住宅共聴施設の都道府県別デジタル化率 対応済率80％以上

（凡例） 80％…22年3月末目標値

（施設数ベース）

１００％

南関東は特に重点的な対応が必要

対応済率80％未満

８０％

南関東は特に重点的な対応が必要

６０％
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【参考】 「対応済」には、ＮＨＫの電波シミュレーションにより受信可能と判断される施設を含む。なお、電波シミュレーションでは、アナログ放送と同一局からデジタル放送を受信する（開局予定を
含む）地域のように、ＵＨＦアンテナが適切な方向に向けて設置済であるため、特段の対応を要せずデジタル放送を受信できると想定される場合を対応不要としている。
横軸は、各都道府県の施設数を考慮したもの。 6



家電エコポイントの活用によるデジタルテレビの購入支援家電エコポイントの活用によるデジタルテレビの購入支援

２０１１年７月に予定どおりアナログ放送を停波するため、エコポイントを活用し、デジ
タルテレビの購入支援を行う。

策 策 デジ 地デジテレビ国内出荷実績推移（JEITA統計)

■ ０９年５月～１０年４月

温暖化対策
（ＣＯ２削減）

景気対策
（経済活性化）

地デジ対応
テレビの普及

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

エコポイント活用によるグリーン家電の普及

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

80.2万
(125.0%)

108.4万
(129.6%)

118.4万
(142.7%)

102.3万
(156.4%)

113.8万
(133.6%)

115.8万
(166.6%)

152.3万
(156.6%)

239.2万
(169.8%) 

111.2万
(176.3%)  

139.2万
(173.3%) 

221.7万
(217.6%)

138.3万
(169.3%)

薄型テレビの販売台数・前年同月比推移（BCN統計）

（注） 上段は出荷台数、下段は対前年同月比

製品購入の５％相当＋リサイクル料金相当

エアコン 冷蔵庫 地デジ対応テレビ

エコポイント

255 3%製品購入の５％相当＋リサイクル料金相当

テレビのみ ５％追加

＋

255.3%

210.0%
220.0%
230.0%
240.0%
250.0%
260.0%

地上デジタル放送対応テレビ

統一省エネラベル４☆

４６V以上 ３６,０００
４２V、４０V ２３,０００

＜エコポイント数（点）例（地上デジタル放送対応テレビ）＞

142.9%138.1%

154.2%152.2%
162.1%

167.7%
161.7%165.5%

173.8%

158.4%

134 6%
150.0%
160.0%
170.0%
180.0%
190.0%
200.0%

統 省エネラベル４☆
相当以上の製品の購入

３７V １７,０００
３２V、２６V  １２,０００
２６V未満 ７,０００

＋リサイクル（買換）を行う
場合

３,０００

134.6%

121.7%

100.0%
110.0%
120.0%
130.0%
140.0%

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 7



地上デジタル放送受信機器購入等支援の概要地上デジタル放送受信機器購入等支援の概要

◇ 信 除 象 本体本体◇「ＮＨＫ受信料全額免除世帯」（最大２７０万世帯）を対象
①生活保護などの公的扶助世帯
②住民税非課税の障害者世帯
③社会福祉事業施設入所者

ＵＨＦアンテナ本体ＵＨＦアンテナ本体
＋設置工事費＋設置工事費

③社会福祉事業 設 所者

◇「簡易なチューナー」の無償給付
必要な場合にはアンテナの無償改修等（工事費含む）

◇平成21年度～23年度の3年間の支援を予定
アナログ
テレビ

チューナー設置チューナー設置
＋操作説明＋操作説明

平成２２年度予算所要額：約３３７．５億円（124万世帯分）
（平成２１年度予算所要額：約１７０．１億円（６０万世帯分））

＋操作説明＋操作説明

支援の実施体制

◇ 支援の実施主体は、公募により(株)ＮＴＴ－ＭＥに決定（平成22年4月1日）

◇ 同社が「総務省 地デジチューナー支援実施センター」として、申込受付、相談対応、簡易なチューナーの
調達、設置工事などを行っているところ。

支援の実施状況

◇ 平成22年度の申込みの受付期間 ・・・ 平成22年4月19日～同年7月2日 （※平成21年度の申込件数 ・・・ 約63万件）

◇ チューナーやアンテナの設置工事等は、申込受付終了後、速やかに開始予定

◇ 簡易なチューナー ・・・ 一般競争入札により２社（㈱バッファロー、㈱ピクセラ）から調達（各最大約６０万台見込み）

◇ チ ナ 設置 アンテナ改修等の工事の業務委託 般競争入札を実施（平成22年4月28日 同年5月26日）◇ チューナー設置、アンテナ改修等の工事の業務委託・・・一般競争入札を実施（平成22年4月28日～同年5月26日）
◇ 周知広報 ・・・ ① テレビ、ラジオ、政府広報等

② 地方公共団体、各障害者団体、社会福祉施設事業者団体等の協力により、対象世帯に直接周知

8



デジサポの概要デジサポの概要
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地上デジタル放送に地上デジタル放送に関する悪質関する悪質商法の現状と対策商法の現状と対策

１ 悪質商法の現状

悪質商法の事案は総務省で把握しているもので５４件（H16.2～）発生。うち７件については被害届が出されている。
また、５４件中、高齢者に係るものは２３件発生している。

（典型的な手口の類型）
アンテナ工事業者等を装い家庭を訪問 前金を受け取り工事を実施しないもの

２ 注意喚起等の対策

－アンテナ工事業者等を装い家庭を訪問、前金を受け取り工事を実施しないもの
－公的機関等を装い、ビラやハガキなどにより地デジ対応の申込代金等を指定口座に振り込ませようとするもの
－電話で国や放送事業者等を騙り、工事の勧誘や工事代金の振込の要求等を行うもの

２ 注意喚起等の対策

●リーフレット、ホームページ、説明会等による地上デジタル放送の周知広報活動の中で悪質商法に対する注意
喚起を実施。

●地デジコールセンター（総務省地上デジタル放送受信相談センター）における相談対応の中で、悪質商法に係
る問い合わせに対応る問い合わせに対応。

●民生委員（地域の民生委員児童委員協議会）に対し、詐欺被害防止のための住民への周知を依頼。

●関係府省庁間での情報共有体制の強化
・「デジタル放送への移行完了のための関係省庁連絡会議」の下に、「悪質商法等ＷＧ」を設置
・メーリングリストや 全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）の「消費生活相談情報データベース」の活用・メーリングリストや、全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）の「消費生活相談情報データベース」の活用

３ 事案が発生した際の対応

被害の拡大防止と模倣犯の発生防止の観点から、事案が発生した地域を所管する総合通信局を中心に対応。

●ホームページでの注意喚起
●被害が発生した事案については報道発表
●警察、消費生活センター等への情報提供
●振り込め詐欺の場合、指定された金融機関への連絡
●地方公共団体に対し 注意喚起の協力要請●地方公共団体に対し、注意喚起の協力要請
●放送事業者に番組で採り上げるよう協力依頼

●総務本省から関係府省庁等への情報提供
●事案が全国規模に発展する可能性のある場合には、総務本省からも注意喚起、報道発表等

10



石川県珠洲市等におけるアナログ放送終了リハーサルの状況について石川県珠洲市等におけるアナログ放送終了リハーサルの状況について

平成２１年５月２９日
デジサポ珠洲設置デジサポ珠洲設置

【長時間休止までの取組】

7/24の短時間休止の概要
珠洲アナログ中継局を午前１０時～１１時の１時間休止
珠洲市のＣＡＴＶ（能越ｹｰﾌﾞﾙ）：デジアナ変換で送信

平成２１年７月２４日
短時間休止 ①長時間休止及び完全停波の周知

・広報誌に「お知らせ」を同封
・直接受信世帯に地元電機店が戸別訪問
・放送画面による告知ス パ 等

珠洲市の （能越ｹ ﾌﾙ） デジアナ変換で送信

・放送画面による告知スーパー 等
②簡易チューナーの貸与（１世帯最大４台）

珠洲中継局のエリア

1/22～24の長時間休止の概要

珠洲アナログ中継局を1/22正午から48時間休止
ＮＨＫ画面〈イメージ〉 民放画面

珠洲中継局のエリア

輪島市 珠洲市珠洲市のＣＡＴＶ（能越ｹ ﾌー゙ﾙ）：デジアナ変換で送信

平成２２年１月２２日正午
～２４日正午
長時間休止 能登町

珠洲市

太枠がアナログ珠洲局直接受信エリア

5,300

アナログ
珠洲中継局
全6波

1/22から48時間休止中にデジサポ珠洲へ
の電話問い合わせは49件（うち、現地に出
向いての対応は30件）であった。

・チューナを設置済みだが映らない

【先行終了まで】

能登町

2,200

① 対象世帯数
約７５００世帯

・チュ ナを設置済みだが映らない。
・使い方がわからない。
・制度を知らなかった。 など

平成２２年７月２４日正午
アナログ放送先行終了

【先行終了まで】

①長時間休止のフォローアップ
②先行終了の周知

（内訳）珠洲市５３００世帯、能登町２２００世帯

② 上記①のうち直接受信のみの世帯
約３０００世帯

（内訳）珠洲市２８００世帯、能登町２００世帯 11



地上アナログ放送終了に向けた取組①地上アナログ放送終了に向けた取組①

レターボックス・告知スーパー） お知らせ画面の例

＜レターボックスの取組の現状＞ ＜ソフトテストの取組の現状＞

○ ＮＨＫは、３月２９日から生番組以外をレターボックス

○ 民放は、 ４月からレターボックスの番組を拡充

○ 各地域において、放送局単位で実施中
（沖縄、広島等）

○ ７月から 全国一斉に取組を実施予定
（日テレは、生番組以外をレターボックス）

○ ７月から、全国 斉に取組を実施予定

※ 「全国一斉地デジ化テスト」を実施

７月４日（日） 17:59～18:00
12



地上アナログ放送終了に向けた取組②地上アナログ放送終了に向けた取組②

2009年7月 部の時間帯でレタ ボ クス化2009年7月～ 一部の時間帯でレターボックス化
（2010年4月から番組を順次拡大、７月から常時レターボックス）

2008年7月～ 「アナログ」ロゴ表示

 一部番組で終了告知スーパー
2011年1月～常時告知スーパー

2011年7月～ 通常番組を終了

アナログ放送終了
2011年7月24日正午2011年7月～ 通常番組を終了 2011年7月24日正午

通常の番組の上に「お知らせ画面」の表示アナログ放送終了後の「お知らせ画面」 デジタル放送への対応方法を説明す
る番組を繰り返し放送
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平成２２年度平成２２年度 予算実施項目及び所要額予算実施項目及び所要額

デジタル放送受信に関する相談体制の強化

① 地デジコールセンターの運営
② 全都道府県のデジサポによる受信相談・現地調査等
③ 高齢者・障がい者等を中心にきめ細かな説明会・戸別訪問の実施

デジタル放送受信に関する相談体制の強化

【継続 １８．４億円】
【継続 １１０．６億円】
【継続 ７４．６億円】

④ 経済的弱者に対するチューナーの購入等の支援

受信機器の購入支援

【継続 ３３７．５億円】

⑤ デジタル中継局の整備に対する支援
⑥ 新たな難視対策

電波が届かない過疎、離島地域などでの支援

【拡充 ４３．４億円】
【新規 １８．２億円】⑥ 新たな難視対策

⑦ 暫定的な衛星利用による難視聴対策
⑧ デジタル混信の解消
⑨ アナログ停波後のチャンネル切替

【新規 億円】
【継続 ８７．０億円】
【継続 １０．８億円】
【拡充 ８．１億円】

⑩ 辺地共聴施設のデジタル化の支援
⑪ 受信障害対策共聴施設のデジタル化の支援
⑫ 集合住宅共聴施設のデジタル化の支援

電波が届かない場合の共同アンテナ等に対する支援

【拡充 ６０．４億円】
【拡充 ５７．１億円】
【新規 １９ ２億円】⑫ 集合住宅共聴施設のデジタル化の支援

⑬ デジアナ変換の導入による円滑な受信環境整備の推進

その他（地方局経費・各種調査等）

【新規 １９．２億円】
【新規 １８．８億円】

【継続 １．９億円】

（注）すべて電波利用料財源。一部を除き、国庫債務負担行為を講じる。

＜計＜計 約８７０億円約８７０億円 ＞＞
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国 名 開始時期 アナログ放送終了時期

諸外国における地上放送のデジタル化の状況諸外国における地上放送のデジタル化の状況

英英 国国 1998年 9月 2008年～2012年に段階的終了

米米 国国 1998年11月
2009年 6月12日（ハワイ州は2009年1月15日に終了）
※当初2006年末の予定。2006年2月に2009年2月17日までの延

期を決定。2009年2月に再延期を決定

スウェーデンスウェーデン 1999年 4月 2005年～2007年10月15日に段階的終了

スペインスペイン 2000年 5月 2008年~2010年4月3日に段階的終了

オ ストラリアオ ストラリア 2001年 1月 2013年 末（都市部は2010年末）オーストラリアオーストラリア 2001年 1月 2013年 末（都市部は2010年末）

フィンランドフィンランド 2001年 8月 2007年9月1日（全国一斉）

韓韓 国国 2001年10月 2012年末まで

※当初2010年末の予定だったが、2007年に延期を決定

ドド イイ ツツ 2002年11月 2003年～2008年11月25日に段階的終了

カカ ナナ ダダ 2003年 3月 2011年8月31日

オランダオランダ 2003年 4月 2006年12月11日オランダオランダ 2003年 4月 2006年12月11日

スス イイ スス 2003年 8月 2006年7月～2008年2月25日に段階的終了

イタリアイタリア 2003年12月 2012年11月 末に段階的終了

※当初2008年12月の予定だったが、2007年10月に延期を決定

フランスフランス 2005年 3月 2010年2月～2011年11月末までに段階的終了

デンマークデンマーク 2006年3月 2009年10月31日

ノルウェーノルウェー 2007年9月 2008年3月~2009年11月31日に段階的終了ウウ 2007年9月

シンガポールシンガポール 2008年 2月 －

中国中国 2008年1月 2015年までに終了予定
（出典：NHKデータブック世界の放送2009 NHK放送文化研究所 編等） 15



エストニアリトアニアスウェーデン

世界各国の地上デジタルテレビ放送の動向世界各国の地上デジタルテレビ放送の動向

フィンランド
(2001年8月開始)

(2006年12月開始(2006年6月開始)(1999年4月開始)

デンマーク
(2005年7月開始)

イギリス
(1998年9月開始)

カナダ
(2003年3月開始)

ドイツ
(2002年11月開始)

オランダ
(2003年4月開始)

ベルギー
アメリカ合衆国

(1998年11月開始)中国（独自方式）

日本（ISDB-T）
(2003年12月開始)ベルギ

(2003年7月開始)

フランス
(2005年3月開始)

スペイン
(2000年5月開始)

(1998年11月開始)

台湾（DVB-T）
(2004年3月開始)

韓国 (ATSC)
(2001年10月開始)

中国（独自方式）
（2007年8月開始）

(2003年12月開始)

コスタリカ（ISDB-T）
（2010年5月方式決定）

エクアドル（ISDB-T）

ベネズエラ（ISDB-T）
（2009年10月方式決定）

(2000年5月開始)

スイス
(2003年8月開始)

オーストリア
(2006年12月開始)

イタリア

(2004年3月開始)

ペルー（ISDB-T）
（2009年4月方式決定）
（2010年3月放送開始）

（2010年3月方式決定）

フィリピン（ISDB-T）
（2010年6月方式決定）

ギリシャ
(2006年3月開始)

サウジアラビア
(2006年6月開始)

イタリア
(2003年12月開始)

チェコ共和国
(2005年10月開始)

オーストラリア
(2001年7月開始)

（2010年3月放送開始）

ブラジル（ISDB-T）
（2006年6月方式決定）
（2007年12月放送開始）

（2010年6月方式決定）

(2006年3月開始)

日本方式（ISDB-T）
(Integrated Services Digital Broadcasting - Terrestrial)

欧州方式（DVB T）

： 開始済

： 開始済 ： 予定

： 予定

チリ（ISDB-T）
（2009年9月方式決定）

アルゼンチン（ISDB-T）
（2009年8月方式決定）

パラグアイ（ISDB-T）
（2010年6月方式決定）

2010年6月現在
出典:OECD報告書他各種資料

米国方式（ATSC）
(Advanced Television Systems Committee)

欧州方式（DVB-T）
(Digital Video Broadcasting - Terrestrial)

： 開始済 ： 予定

： 開始済 ： 予定

（2009年8月方式決定）
（2010年4月放送開始）
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